
 

  

 

 

 

2026 年 2 月 9 日 

 

News Release 

「ダイヤセレクト日本株オープン」の 

純資産総額が1,000億円に到達 

～日本を代表する三菱グループ企業に着目～ 
 

東京海上アセットマネジメント株式会社（代表取締役社長 兼 CEO 長澤 和哉、以下「当社」）は、2026 年

2 月 6 日にダイヤセレクト日本株オープンの純資産総額が 1,000 億円に到達したことをお知らせします。日頃より当

ファンドをご愛顧いただき感謝申し上げます。 

 

 

 

※基準価額（税引前分配金再投資）は 1 万口当たり、信託報酬控除後のものです。 

※上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示唆・保証するものではありません。 

 

１．当ファンドの特色について 

「ダイヤセレクト日本株オープン」は、「三菱グループ企業」＊の株式の中から、わが国の取引所に上場されている株

式を主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長を目標として運用を行います。 

三菱グループは、日本最大級の市場規模を誇る企業グループで、幅広い事業を展開し、日本の経済、産業をけ

ん引しています。日本の三大財閥（三菱・三井・住友）のなかで、三菱グループは、時価総額、売上高においてトッ

プとなっています。 

基準価額、純資産総額の推移 

期間：2023 年 2 月 6 日 ～ 2026 年 2 月 6 日、日次 

 

 



 

出所：ブルームバーグのデータを基に東京海上アセットマネジメント作成 

※ 三菱グループ(22 社)、三井グループ(19 社)、住友グループ(22 社)は、三菱広報委員会、三井広報委員会、住友グループ広報委員会から確認できる上場企 

業（2025 年 10 月末時点）と定義。 

※ 持ち株会社傘下の企業は持ち株会社を対象。グループ間で一部重複企業あり。時価総額、売上高は、各企業の合計値。 

※ 上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。 

※ 資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 

＊ ファンドにおいて、「三菱グループ企業」とは、グループとして経営の基本理念を共有する、あるいはグループについて共同で広報等を行う企業またはその持株会社

を指します。 

 

組入対象銘柄は、流動性や信用リスク等を勘案して選定します。また、個別銘柄の投資比率については、「時価

総額の大きさに応じて投資する戦略」と、「配当利回りの大きさに応じて投資する戦略」の２つの戦略を組み合わせ

て決定します。ファンドは、あらかじめ決められた一定の方針にて投資を行うファンドであり、銘柄選択や投資比率調整

等により追加的な収益を追求するファンドではありません。 

 

２．三菱グループ企業に着目する背景 

持続的な投資成果を実現するためには、「伝統」と「信頼」を礎とし、将来にわたって「成長」を続けられる企業、す

なわち「真に価値のある企業」を選別することが重要と考えます。 

これら 3 つの要素を兼ね備えた個々の企業に、企業グループという視点を加えることにより、「結束」・「協力」・「ガバナ

ンス」の観点からさらなる企業力の向上が期待できます。こうした企業群への投資を通じて、安定的かつ持続的なリ

ターンの獲得を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 

 

３．純資産総額拡大の背景 

当ファンドが多くのお客様からご支持をいただいている理由として、以下の３点が考えられます。 

 

理由１：好調なパフォーマンス 

日本株全体への関心が高まる中、当ファンドは堅調な運用パフォーマンスを記録しております。12 月末時点の基

準価額（税引前分配金再投資）は 2025 年初来+32.7％となり、TOPIX や日経平均株価を上回る結果となり

ました。 



 

 

 
出所：ブルームバーグ 

当ファンドの運用実績および年初来騰落率は、基準価額（税引前分配金再投資、信託報酬控除後）をもとに算出しており、実際の投資家利回りとは異なります。 

TOPIX（配当込み）、日経平均株価（配当込み）は、当ファンドのベンチマークではありません。 

 

理由２：有名企業を組み入れ 

 三菱商事、三菱重工業、三菱 UFJ フィナンシャル・グループなど日本を代表する有名企業を組み入れており*、組

入銘柄の事業内容が理解しやすい点について好評をいただいています。また、これらの銘柄は個別株投資では最低

購入金額が比較的高額となるため、ファンド形式で少額から保有できる利便性も支持される要因となっています。 

*上記は、2025 年 12 月末時点の組入銘柄を紹介するものであり、特定の銘柄の投資勧誘を目的として作成したものではありません。また、当ファンドへの組み入れ

を保証するものではありません。 

 

理由３：世界株式等との併せ持ちによる効果 

当ファンドと、世界株、米国株、世界ハイテク株との併せ持ちによるリスク・リターンを見ると、各資産を単体で保有す

るよりもリスク・リターンが改善傾向にありました。海外株式偏重のポートフォリオの改善にお役立ていただいています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期間：2022 年 10 月末～ 2025 年 10 月末、月次 

 



 

 

出所：ブルームバーグ 

※ 当ファンドのリスク・リターンは、基準価額（税引前分配金再投資、1 万口当たり、信託報酬控除後）をもとに算出。 

※ 世界ハイテク株：MSCI ワールド情報技術指数（税引後配当込み、円換算ベース）、米国株： S&P500 種指数（税引後配当込み、円換算ベース）、 

世界株：MSCI ACWI 指数（税引後配当込み、円換算ベース）。なお、各指数は、当ファンドのベンチマークではありません。 

※ リスクとリターンは月次騰落率を基に年率換算。 

※ 上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。 

 

当社は、今後も資産運用を通じて、お客様の期待の一歩先を行くサービスを提供してまいります。 

以 上 

 

  



 

■ファンドの主なリスク 

・投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投

資元本を割り込むことがあります。 

・運用による損益は、全て投資者に帰属します。 

・投資信託は預貯金や保険と異なります。 

・ファンドへの投資には主に「価格変動リスク」「流動性リスク」等が想定され、これらの影響により損失を被り、投資元本を

割り込むことがあります。 

 

 

 

 

 

 

■ファンドの費用 

・購入時手数料：購入価額に対して上限 3.3％（税抜３％）の範囲内で販売会社が定める率をかけた額 

・信託財産留保額：なし 

・運用管理費用（信託報酬）：ファンドの純資産総額に年率 1.045％（税抜 0.95％）をかけた額 

・その他の費用・手数料：監査費用（ファンドの純資産総額に年率 0.011％（税込）をかけた額（上限年 66 万

円））、売買委託手数料、資産を外国で保管する場合にかかる費用、信託事務等にかかる

諸費用等 

※監査費用を除くその他の費用・手数料等については、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示する

ことができません。 

※手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。 

 

■ご留意事項 

・当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お

申込みに当たっては必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明

書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。 

・当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

・当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。

当資料に掲載された図表等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。 

・投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資し

ますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。 

・投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託

財産に生じた利益および損失は、全て投資家に帰属します。 

・投資信託は、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング･オフ）の適用はありません。 

・投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。 

・登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。 

 

リスク、手数料等についての詳細は、投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご確認のうえ、ご投資に関しては

ご自身でご判断ください。投資信託の取得のお申込みを行う場合は、販売会社よりお渡しする投資信託説明書

（交付目論見書）や契約締結前交付書面等の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。 



 

■当資料で使用した市場指数について 

TOPIX の指数値および TOPIX にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の

関連会社（以下、ＪＰＸといいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用等 TOPIX に関する

すべての権利・ノウハウおよび TOPIX にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、

TOPIX の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。ファンドは、ＪＰＸにより提

供、保証または販売されるものではなく、ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても

ＪＰＸは責任を負いません。 

「日経平均」および「日経平均トータルリターン・インデックス」（以下、「日経平均株価」といいます。）に関する著作

権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。日本経済新聞社は「日経平均株価」を継続

的に公表する義務を負うものではなく、その誤謬、遅延または中断に関して責任を負いません。また、ファンドについて、

日本経済新聞社は一切の責任を負うものではありません。 

当資料で使用した各MSCI指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI社に帰属します。また、

MSCI 社は指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。MSCI 社の許諾なしにインデックス

の一部または全部を複製、頒布、使用等することは禁じられています。MSCI 社は当ファンドとは関係なく、当ファンドか

ら生じるいかなる責任も負いません。 

S&P 500®は S&P Dow Jones Indices LLC またはその関連会社（「SPDJI」）の商品であり、東京海上アセ

ットマネジメント株式会社による使用のためにライセンス供与されています。S&P®、S&P 500®、SPX®、SPY®、

US 500™、The 500™、iBoxx®、iTraxx®、および CDX®は、S&P Global, Inc.またはその関連会社（「S&P」）

の商標であり、Dow Jones®は Dow Jones Trademark Holdings LLC（「Dow Jones」）の登録商標であり、

これらの商標は SPDJI による使用のためにライセンス供与されており、東京海上アセットマネジメント株式会社により特

定の目的でサブライセンスされています。ファンドは、SPDJI、Dow Jones、S&P、それぞれの関連会社によって後援、ま

たは販売されているものではなく、これらの当事者は、いずれも当該商品への投資の是非について表明するものではなく、

S&P 500®の誤り、脱落、または中断について一切の責任を負いません。 

 

■設定・運用 

商号等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社 

https://www.tokiomarineam.co.jp/ 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商） 第 361 号 

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会 

一般社団法人日本投資顧問業協会 

一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

https://www.tokiomarineam.co.jp/

